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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記

述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・評価・事実認

識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。 

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うために

不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。将来の予測及び

将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定性・不確実性及び今後の事業

運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能性に照らし、現実の業

績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、本資料及び本説明会におけるご説明に含まれ

る予想数値及び将来の見通しに関する記述・言明と異なる可能性があります。 

 
※ 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。 
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ＮＴＴ株のパフォーマンス(昨年初来の株価推移) 

NTTドコモ 

NTT 

KDDI 

日経平均 

ソフトバンク 

2015年5月15日 
中期経営戦略 
「新たなステージをめざして2.0」を発表 
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その他 
グループ会社 

長距離・ 
国際通信事業 

データ通信事業 その他の事業 

100％※ 100％※ 100％※ 54.2％※ 

 
 

地域通信事業 
不動産事業 
金融事業 

建築・電力事業 
 

営業収益 

営業利益 

従業員数 

34,079 億円 

2,650 億円 

66,200 名 

22,509 億円 

967 億円 

47,750 名 

16,168 億円 

1,127 億円 

80,550 名 

12,945 億円 

740 億円 

24,800 名 

 
 

移動通信事業 

65.7％※ 

45,271 億円 

7,884 億円 

26,150 名 

100％※ 

（注） 2016年3月期。各セグメントの営業収益および営業利益は、セグメント間取引を含む。 

売上高    
従業員数 

: 11.5兆円 

: 241,450名 

【証券コード9432】 

【証券コード9437】 【証券コード9613】 

ＮＴＴグループの体制 

国内事業 海外事業 
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※記載の数字は主要子会社に対する議決権比率（2016年3月末現在） 

http://www.ntt-east.co.jp/
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目標年度 

ＥＰＳ成長 

海外売上高 
海外営業利益 

設備投資 

コスト削減 
（固定/移動アクセス系） 

中期経営戦略 

2015年5月発表 
(2016年5月一部財務目標見直し) 

中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 2.0」 

2018/3期 

         350円以上 

   ⇒400円以上 

220億ドル 
15億ドル 

▲2,000億円以上 
（国内ネットワーク事業） 

[対2015/3期] 

  ▲6,000億円以上 

⇒▲8,000億円以上 
    [対2015/3期] 

2012年11月発表 

前中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 1.0」 

2015/3期～2017/3期 

EPS 60％以上成長 
[対2012/3期] 

⇒目標達成（91.1%） 

200億ドル（売上高） 
[2017/3期] 

Capex to Sales 

15.0％ 
⇒目標達成（14.2%） 

▲6,000億円以上 
[対2012/3期] 

⇒目標達成（▲6,500億円） 

2016年5月 
見直し 

2016年5月 
見直し 
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中期経営戦略 

目標年度 

ＥＰＳ成長 

海外売上高 
海外営業利益 

設備投資 

コスト削減 
（固定/移動アクセス系） 

2015年5月発表 
(2016年5月一部財務目標見直し) 

中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 2.0」 

2018/3期 

         350円以上 

   ⇒400円以上 

220億ドル 
15億ドル 

▲2,000億円以上 
（国内ネットワーク事業） 

[対2015/3期] 

  ▲6,000億円以上 

⇒▲8,000億円以上 
    [対2015/3期] 

2012年11月発表 

前中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 1.0」 

2015/3期～2017/3期 

EPS 60％以上成長 
[対2012/3期] 

⇒目標達成（91.1%） 

200億ドル（売上高） 
[2017/3期] 

Capex to Sales 

15.0％ 
⇒目標達成（14.2%） 

▲6,000億円以上 
[対2012/3期] 

⇒目標達成（▲6,500億円） 

2016年5月 
見直し 

2016年5月 
見直し 
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グローバルビジネスの売上高 

2008.3 2009.3 2010.3 2012.3 2011.3 2013.3 2014.3 2015.3 

※日本円は2016年3月期期末レート（112.42円）を基に算定 

（年.月期） 

2017.3 
（目標） 

2018.3 
（目標） 

 
 

119億ドル 
（1.3兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

20億ドル 

(0.2兆円) 

26億ドル 
（0.3兆円） 

29億ドル 
（0.3兆円） 

48億ドル 
（0.5兆円） 

 
 

114億ドル 
（1.3兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
150億ドル 
（1.7兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

122億ドル 
（1.4兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

220億ドル 
（2.5兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

200億ドル 
（2.2兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
156億ドル 
（1.8兆円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2016.3 
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サーバ 

データ 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

データ 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

データ 

ｿﾌﾄｳｪｱ 

 ＩＴ設備の「所有」から クラウドによる「利用」へ 

クラウド利用で設備不要・端末も自由 

クラウドとは 

-10- 
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グローバル・クラウドビジネス推進体制 

フルスタック＆フルライフサイクル 

R&D 

ユ
ー
ザ
企
業 

アドバイザリー 
サービス 

移行 
サービス 

運用 
サービス 

マネジメント 
サービス 

マネージド ICT 

データセンター 

ネットワーク 

アプリケーション 

ソリューション 

クラウドサービス 
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アメリカ大陸 
（8カ国） 

日本 

アジア 
太平洋地域 
（20カ国） 

欧州・中東   
アフリカ 
（50カ国） 

3.5万人 

グローバル企業への転換 

サービス提供：196の国・地域 

全従業員の約34％が海外で勤務 

（注） 2016.3月期現在 

2.7万人 

16.0万人 

1.9万人 

-12- 
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NTTのブランド力 

日本企業では2位・世界の全業種で23位 

1位 

2位 

3位 

23位 

11位 

Apple 

Google 

Samsung

24位 

NTT Group 

トヨタ自動車

Walt Disney

（2016年2月1日 Brand Finance社発表） 

・・・
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グローバルビジネスの利益創出に向けて 

グループガバナンス、リスクマネジメントの強化 

着実な売上成長の実現 徹底したコスト効率化 

サービス/プロダクトの強化 

セールス/マーケティングの強化 

IT基盤の共通化・高度化 財務/オペレーション体制の強化 

ワーキンググループによる取り組みの加速 

サービス/オペレーションの 
効率化/最適化 

調達コストの削減 
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海外売上高/営業利益 

2018.3（目標） 

売上高 
220億ドル 
（約2.5兆円） 

*1 買収に伴う無形固定資産の償却費等、一時的なコストを除いた営業利益 
*2 2016年3月期期末レート（112.42円）を基に算定 

2015.3 

営業利益 
15億ドル 

（約1,700億円） 

（年.月期） 

＊1 

＊2 

2016.3 

売上高 
156億ドル 
（約1.8兆円） 

営業利益  
7億ドル 

（約780億円） 

＊1 

＊2 

売上高 
150億ドル 
（約1.7兆円） 

営業利益  
7億ドル 

（約750億円） 

＊1 

＊2 
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中期経営戦略 

目標年度 

ＥＰＳ成長 

海外売上高 
海外営業利益 

設備投資 

コスト削減 
（固定/移動アクセス系） 

2015年5月発表 
(2016年5月一部財務目標見直し) 

中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 2.0」 

2018/3期 

         350円以上 

   ⇒400円以上 

220億ドル 
15億ドル 

▲2,000億円以上 
（国内ネットワーク事業） 

[対2015/3期] 

  ▲6,000億円以上 

⇒▲8,000億円以上 
    [対2015/3期] 

2012年11月発表 

前中期経営戦略 
「新たなステージをめざして 1.0」 

2015/3期～2017/3期 

EPS 60％以上成長 
[対2012/3期] 

⇒目標達成（91.1%） 

200億ドル（売上高） 
[2017/3期] 

Capex to Sales 

15.0％ 
⇒目標達成（14.2%） 

▲6,000億円以上 
[対2012/3期] 

⇒目標達成（▲6,500億円） 

2016年5月 
見直し 

2016年5月 
見直し 
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2013年9月 iPhone販売開始 
 
2014年6月 新料金プラン提供開始 
 
2015年2月 光コラボモデル開始 
 

ネットワークサービスの競争力強化に向けた取り組み 



Copyright©2016 日本電信電話株式会社 -19- 

新料金プランの充実 

 ご利用の少ないお客様の選択肢拡充 

シェアパック５の追加、カケホーダイライトの適用拡大 

 2年後に解約金あり、なしを選択可能 

 長くご利用のお客様へ更なるおトク度アップ 

・ お客様のご利用に合わせた料金 

・ 長期ユーザにお得な料金 

ライフステージに合わせて選べる料金プラン 

ずっとドコモ割 
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ドコモの新しい料金プラン 

ドコモ 
（3人家族の場合） 

４ＧＢ利用 

カケホーダイライト シェアパック５ 

１ＧＢ利用 １ＧＢ利用 
＋1GB U25応援割 

「ずっとドコモ割（１５年以上：▲８００円）」も適用で 

 ４,２３３円/人  
 （3人合計で１２,７００円） 

※「ずっとドコモ割」適用なしでは4,500円/人 （3人合計で13,500円） 

au 
（1人で1GB利用） 

ソフトバンク 
（1人で1GB利用） 

４,９００円   

※ 

４,９００円   

（注）各社ホームページ掲載情報より試算。音声通話料金についてはauは「スーパーカケホ」、ソフトバンクは「スマ放題ライト」を適用。 

-20- 
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「光コラボレーションモデル」 

 

フレッツ光 

光サービス卸 

自社サービス 
ワンパッケージ 

での提供 

新たな 
価値創造 

光サービス小売 

光サービス 

サービス事業者 
 

お客様 
 

お客様の 
利便性の向上 

NTT東日本 
NTT西日本 

光サービス事業者 約360社 

*1  2016年4月末時点 
*2  2016年3月末時点 

契約数 約469万契約 
*1 *2 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=m2daA7bz-oyMGM&tbnid=Mz-sCg5C99hnrM:&ved=0CAcQjRw&url=http://www.7980en.com/1618.html&ei=Fs80VJD3Mo_s8AXLgIGICQ&bvm=bv.76943099,d.dGc&psig=AFQjCNHsaHNk_s0D_GAHCjTXNHJY92xX7g&ust=1412833344985175
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&frm=1&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&docid=m2daA7bz-oyMGM&tbnid=Mz-sCg5C99hnrM:&ved=0CAcQjRw&url=http://www.rakuten.ne.jp/gold/hachihachimobile/flets/flets.html&ei=9s80VPb4Ocvx8gXuhoGgCQ&bvm=bv.76943099,d.dGc&psig=AFQjCNH19BqrRsX6ehnHoNE6nGNcawWcrA&ust=1412833625531688
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新たなビジネスモデルの創出 

（数字は2016年3月末時点のサービス提供事業者の内訳） 

通信事業者 
38％ 

非通信事業者 
62％ 

二段階定額料金メニューの提供 

サービス事業者のサポート強化 

新たな需要の開拓 

通信・ISP 

CATV 

約360社 

SIer・NIer 

量販・ 
代理店 

その他の 
業界 
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２０１５年３月１日 サービス開始 

ドコモ光 

アップセル 

新規獲得 

ドコモ光の６割超がシェアパックを選択 

ドコモ光の３割超が上位プランへ移行 

ドコモ光の５割超がモバイル新規契約 
 
   

家族利用促進 

◆アップセル比率、シェアパック選択率は、２０１６年３月期 第４四半期の実績。モバイル新規獲得率は、２０１６年１月・２月の「光★スマホ割（新規契約が対象、２月末で終了）」適用数の実績 
◆累計申込数は、サービス開始から２０１６年３月３１日までの累計値 

契約数 ２００万契約突破 
 

（２０１６年６月２２日） 
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２０２０に向けて 

2020年 プロジェクト始動 
観客、外国人観光客だけでなく 

全ての国民、全世界の人々に深い感動、新しい体験を 

イマーシブテレプレゼンス（Kirari） 

ターゲットマイク 

アングルフリー物体検索 

写真② 

スタジアム 

遠隔地 観光地 

-25- 
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２０２０×地域創生の取り組み 

札幌市 
包括連携協定 （2015/9/16）

福岡市 
包括連携協定（2015/4/14）

九州経済連合会  
Free Wi-Fiプロジェクト
開始（2015/6/5） 日立 業務提携（2015/10/1）

映像サービスの革新 と ユーザエクスペリンスの進化 

パナソニック 
業務提携 (2015/6/17）

持続可能な都市インフラの整備・構築支援

※グループ各社も個別分野の連携協定を締結
-26-
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Big Data 

・・・ ・・・ 

Open Data 

企業 市民 団体 

自治体 
データハブ 

自治体をデータのハブへ 
（行政サービス、社会インフラ連携を通した地域の社会的課題の解決） 

安全・安心 
防災 

産業振興 
人材育成 
教育 

健康 エネルギー 

観光 

医療 施設管理 育児支援 交通 ・・ ・・ ・・ ・・ ・・ 

スポーツ 環境 

 
 ・ 公共情報／インフラの 
   デジタル化、クラウド化 
 

 ・ セキュリティ確保 
   データ利用制度の整備 
 

官 
Public 

ビッグデータ＆オープンデータ 

セキュアな 
データ収集・ 
蓄積・加工基盤 

-27- 
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配当金と配当性向の推移 

（年.月期） 
2017.3E 2004.3 

25 

120 

配
当
性
向 

円 

円※ 

（注） 2015年7月1日を効力発生日とした株式分割後の値に調整済み。 

4.8倍 

33％ 

12％ 

6期連続増配 

-29- 
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累計3.1兆円の自己株式取得 

自己株式取得の推移 

（注） 数値は累計額 

3.1 兆円 

2000.3 
（年.月期） 

2017.3E 
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本日のまとめ 

  ・イントロダクション 

   ・国内ネットワーク事業 

   ・グローバル・クラウド事業 

   ・株主還元 

   ・2020に向けて 
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Next Value Partner 
for 

by 

Transformation 
of  Business models and Lifestyle 

Trusted Solutions 
of Global, Secure, End-to-end,  
      and Full-line ICT services 
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